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2017年12月期通期 ハイライト
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総括
売上高及び営業利益ともに過去最高を更新

売上高： 5,897百万円 YonY 19.9%増
営業利益： 364百万円 YonY 20.2%増

デジタル
マーケティング

事業

市場成長率を超えて伸長し、増収増益
売上高： 5,487百万円 YonY 17.2%増

営業利益： 727百万円 YonY 16.6%増

ライフ
テクノロジー

事業

営業損益が大幅に改善し、通期で黒字化を達成
売上高： 300百万円 YonY 25.6%増

営業損益： 6百万円 YonY 32百万円増

ソリューション
事業

あゆたの連結子会社化により当3Qよりソリューション事業を開始

売上高： 109百万円
営業利益： 35百万円

※各事業の売上高については、報告セグメント間の内部売上高を除いた外部顧客への売上高を記載
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2017年12月期通期 連結業績ハイライト

◆過去最高売上を更新

◆M&A、持株会社化、オフィス移転等による一過性費用の発生により

販管費が増加するも、過去最高利益を更新

（単位：百万円） 2016年12月期 2017年12月期 前年同期比

（実績） （実績） （金額） （増減率）

売上高 4,920 5,897 976 19.9%

売上総利益 869 1,116 247 28.5%

売上総利益率 17.7% 18.9%

販売管理費 565 752 186 32.9%

販売管理費率 11.5% 12.8%

営業利益 303 364 61 20.2%
営業利益率 6.2% 6.2%

経常利益 298 363 64 21.6%
経常利益率 6.1% 6.2%

当期純利益※ 199 241 42 21.2%
当期純利益率 4.0% 4.1%

※当期純利益＝親会社株主に帰属する当期純利益

（単位：百万円）
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2018年12月期 連結業績見通し

◆売上高・利益ともに20％超の増収増益を見込む

◆ライフテクノロジー事業における、前年度末以降リリースのサービス（※1）は、

保守的に広告宣伝費等の費用項目のみ勘案

◆2018年1月公表のM&A（※2）による影響は精査中のため含めず

※3 当期純利益＝親会社株主に帰属する当期純利益

（単位：百万円）

2017年12月期 2018年12月期 前年同期比

（実績） （業績予想） （金額） （増減率）

売上高 5,897 7,204 1,307 22.2%

営業利益 364 445 80 22.1%
営業利益率 6.2% 6.2%

経常利益 363 444 81 22.1%
経常利益率 6.2% 6.2%

当期純利益※3 241 291 50 21.0%
当期純利益率 4.1% 4.1%

※1 オンラインカウンセリングアプリ「メンタルケアーズ」：2017年12月リリース
ライブ配信プラットフォーム「スカウトライブ」 ：2018年 1月リリース

※２ 2018年1月12日付「当社子会社による事業譲受に関するお知らせ」ご参照。事業譲受実行日は2018年２月1日。
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Vision

創造の連鎖
– 事業を通じて創造の志士を輩出し続ける -
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免責事項

将来の見通しに関する注意事項

 本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」（forward-looking 
statements）を含みます。これらは、現在における見込み、予測及びリスクを伴う想定に基づくもの
であり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不確実性を含んでおります。それらリスクや
不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨為替変動といった一般的な国内及び国際
的な経済状況が含まれます。

 今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合であっても、当社は、本発表に含まれる「見通し情
報」の更新・修正を行う義務を負うものではありません。

 当社は、将来の事象などの発生にかかわらず、既に行っております今後の見通しに関する発表等につき、
開示規則により求められる場合を除き、必ずしも修正するとは限りません。

 当社以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。
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